
様式2 25年 10月 2日

当初・変更
入札執行機関 41390相馬襟湾建設事務所

入札(見積)執行調書入札等(契約)結果書

年災 事項

工事番号 13-41390-0009 工事名 漁港災害復i日(再復)工事(防波堤)

入札執行年月日 25年 10月 2日 発注種別 01 一般土木工事

審議番号 公所 000000 本庁

路線・河川名 諮戸漁港

工事筒所 自 双葉郡浪江町大学諮戸地先

至

工事概要 t周波工 L=98.1m 消波ブロック製作 N=1272個

業者コード !指名理由 華客 札 業 者 の

業 者 名 入札額及び再入札額

100000095 1 31 
庄司建設工業(株) 236.500.000 (2) 

(3) (4) 

100000091 1 31 
開場建設(株) (1 ) 238，500，000 ( 2) 

(3) (4) 

100002564 1 31 
東北建設(株)

(1) ************ (2 ) 
(3) (4) 

100002584 1 31 
問中建設(株) (1 ) 235，000，000 (2 ) 

(3 ) (4) 

100002589 1 31 
小野建設(株) (1) **********キ* (2) 

(3) (4) 

100000121 1 31 
(株)中里工務居 (1) 239.000.000 (2) 

(3) (4) 

100002586 1 31 双葉郡浪江町大中批品ほかミ十前12 2 
横山建設(株) (1 ) 233，000，000 ( 2) 

(3) (4) 

100002596 1 31 
石川建設工業(株) ( 1 ) 239，500，000 (2) 

( 3) (4) 

100002561 1 31 
(株)泉困組 (1) 234，000，000 (2 ) 

(3) (4) 

100002605 I 31 
中村土木 (株) (1 ) 240，000，000 (2 ) 

(3 ) (4) 

※ 上記入札額に、消費税額を加算した額が地方自治法上の申込みに係る価格である。

※ 随意契約とする理由、変更契約の内容は、裏面のとおり。

契約 2.~年 1(/月~ f31 

着工 ~5年 10月 ε 臼

完成 斗る年3月l8-日

発注標準等級 |

予定価棒

245. 731. 500 

仮道工L=443皿

住 所

簿札額(契約額)

鮮退

辞 退

244，650，000 



様式2 25年 10月 2日

当初・変更
入札執行機関 41390相馬港湾建設事務所

入札(見積)執行調書入札等(契約)結果書

年災 事項

工事番号 13-41390-0009 工事名 漁港災害復旧(再復)工事(紡波堤)

入札執行年月日 25年 10月 2s 発注種別 01 一般土木工事

審議番号 公所 000000 本庁
路線・河川名 諮戸漁港

工事筒所 自 双葉郡浪江町大字諮戸地先

至

工事概要 消波ヱ L言 98. 1 m 消波ブロック製作 N=1272個

業者コード |指名理由 落 キL 業 者 の

業 者 名 入札額及び再入札額

100002625 1 31 
西本建設(株)

(1) ************ (2) 
(3) (4) 

100002618 I 31 
双葉工業(株) (1 ) 240，000，000 ( 2) 

(3) (4) 

100003246 1 31 
東北土木(株) (1 ) 237，000，000 (2) 

(3) (4) 

(1 ) (2 ) 

(3 ) (4) 

(1) (2 ) 

(3 ) (4) 

(1) (2) 

(3) (4) 

(1 ) ( 2) 

(3) (4) 

(1) ( 2) 

(3) (4) 

(1) ( 2) 

(3) (4) 

(1 ) 

(3 ) (4) 

※ 上記入札額に、消費税額を加算した額が地方自治法上の申込みに係る悩格である。

※ 随意契約とする理由、変更契約の内容は、 裏粛のとおり。

契約 年 月

着工 年 月

完成 年 月

発注擦問 |

予定価格

245.731.500 

仮滋工L=443m

住 所

落札額(契約額)

辞退

日

日

日



随
三金二

J官、 契約理由書

平成23年3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、多くの土木施設が甚大な

被害を受けている。

特に大津波により、太平洋に面するj魚、法 ・港湾施設が広範聞に損壊しており、地域の復興

のため迅速に施設の復旧を行う必要がある。

このため、相馬港湾建設事務所から受注実績があり、本業務に関する豊富な経験と実績を

有する会社と地方自治法施行令第 167条の2第 1項第5号に基づき随意契約としたい。


